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建設業の時間外労働の上限規制等について



本日の説明内容
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１ 建設業の状況

２ 建設業における時間外労働の上限規制等について

３ 取り組み事例について

４ 高 年 齢 者 の 労 働 災 害 防 止 の た め の 指 針（ エ イ ジ 

フ レ ン ド リ ー 指 針 ）について



3

１ 建設業の状況



建設業の状況

4



建設業の状況
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建設業の状況
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建設業の状況
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建設業の技能者のうち、 60歳以上の割合が約４分の１を占める一方、29歳
以下は全体の約12％となっている。建設業が引き続き「地域の守り手」とし
て役割を果たしていくためには、将来の建設業を支える担い手の確保が急務と
なっている。

課題

建設業への入職や定着を促すため、労働基準関係法令の遵守はもとより、建設

業の魅力の向上やきめ細かな取組を実施する必要がある。

取組



本日の説明内容

8

２ 建設業における上限規制について



労働時間法制の概要
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◆ １週40時間／１日８時間を超えて労働させてはならない

◆ 毎週少なくとも１回（または４週間に４日以上）の休日が必要

原則

◆ 例外的に時間外・休日労働をさせる場合は、使用者と労働者

の代表で36協定を締結し、労基署に届け出ることが必要

◆   36協定では、時間外労働の最大の時間数などを定める

例外

⇒ 36協定に定めることができる時間外労働の時間数のルールは？



労働時間・休日
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時間外労働
↓

1日8時間 または 1週40時間を超えた労働

黄色の部分は休日労働
赤い部分が時間外労働（土曜日に注意！）
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月 火 水 木 金 土 日

※日曜日を法定休日とする。



労働時間・休日
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時間外労働
↓

1日8時間 または 1週40時間を超えた労働

黄色の部分は休日労働
赤い部分が時間外労働（土曜日に注意！）

0

2

4

6

8

10

月 火 水 木 金 土 日

※日曜日を法定休日とする。

答え

時間外労働 １２時間

休日労働 ４時間



労働時間・休日
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時間外労働
↓

1日8時間 または 1週40時間を超えた労働

0
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6
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10

月 火 水 木 金 土 日

※日曜日を法定休日とする。

それぞれ２時間欠勤



労働時間・休日
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時間外労働
↓

1日8時間 または 1週40時間を超えた労働

月曜・火曜日の欠勤時間を水曜・木曜日の時間外労働と相殺は
できない。月曜日・火曜日は欠勤控除することとなる。
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月 火 水 木 金 土 日

※日曜日を法定休日とする。

それぞれ２時間欠勤

答え

時間外労働 ４時間

休日労働 ０時間



労働時間の把握

◆ 使用者の指揮命令下に置かれている時間
のことであり、使用者の明示または黙示
の指示により労働者が業務に従事する時
間は労働時間に当たる

◆ 現場への移動、自宅待機、作業着への着
替え、作業の後片付け時間も、使用者の
明示または黙示の指示がある場合には、
労働時間に該当する

労働時間とは
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◆ 使用者が自ら確認するか、タイムカード
等客観的な記録を基礎として確認する

◆ やむを得ず自己申告によって労働時間を
把握する場合には、労働時間適正把握ガ
イドラインに基づく措置を講じる必要が
ある

労働時間適正把握



労働時間の管理
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労働安全衛生法第６６条の８の３

事業者は、（中略）面接指導を実施するため、厚生労働省令で定める方法により、労働者（中略）の労働時

間の状況を把握しなければならない。

労働基準法第108条第1項

使用者は、各事業場ごとに賃金台帳を作成し、賃金計算の基礎となる事項及び賃金の額その他厚生労働省令

で定める事項を賃金支払の都度遅滞なく記入しなければならない。

（労働基準法施行規則第54条）

使用者は、法第108条の規定によって、次に掲げる事項を労働者各人別に賃金台帳に記入しなければならな

い。

１～４（略）

５労働時間数

６残業時間数、休日労働時間数、深夜労働時間数

７、８（略）



労働時間の管理
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以下の場合は、全て労働時間を「管理」していることにはならないため、改善が必要です。

１ 出勤簿に出勤したか否かがわかる記載しかしていない。（出勤した日は〇、欠勤した日は×

または空欄としている。）

→具体的な労働時間数が一切不明。

 ２ 日報に作業の内容だけを書いている。

→具体的な労働時間数が一切不明。

３ 作業日報に始業、終業時刻は書かれているが、休憩の取得状況が書かれていない。

→拘束時間はわかるが、休憩時間が不明であれば、労働時間も不明ということになる。

４ タイムカードを打刻する前、打刻した後に仕事をしているがその時間は全く把握していない。

→労働時間数の一部が把握されていない。



● 移動時間、待機時間については、厚生労働省労働基準局「建設業の時間外労働の上限規制に関するＱ＆Ａ

（追補版）」に考え方を詳細に示しており、パンフレット「建設業時間外労働の上限規制わかりやすい解

説」にも掲載している。

労働時間について

次の場合は労働時間に該当しないと解されている。

・直行直帰が自由である中で、労働者間で任意に移動手段の
一つとして、集合時刻や運転者を決めて、社用車に乗り合
いで移動している場合

パンフレットＱ＆Ａ（追補版）

次の場合は労働時間に該当しないと解されている。

・緊急対応の頻度が少なく、自宅待機中に食事や入浴など
の日常的な活動や、外出をすることが特段規制されて
いないなど、実質的に使用者の指揮命令下にあるとま
ではいえない場合

個別の判断を要するが、一般的には・・・

次の場合は労働時間であると解されている。

・社用車に乗り合うなど、移動手段が指示されている場合

・使用者や上司が車に同乗し、打合せが行われている場合

・（行き）移動前に資材の積込みなどが指示されている場合

・（帰り）移動後に清掃や資材整理が指示されている場合

移動時間について

次の場合は労働時間であると解されている。

・使用者の指示があった場合には即時に業務に従事する必
要がある場合

・急な需要に対応するために事業場内で待機を命じており、
待機時間の自由利用が労働者に保障されていない場合

待機時間について
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建設業で働く方の上限規制

○建設事業（一般の業種と同じ規制を適用）

（例外）
法律による上限
(年６か月まで)
✓年720時間
✓複数月平均80時間＊
✓月100時間未満＊

（原則）
法律による上限
✓月45時間
✓年360時間

１年間（12か月）

法定労働時間

○災害における復旧及び復興の事業（労基法第139条第１項）
（一部規制が適用されない）

１年間（12か月）

（原則）
法律による上限
✓月45時間
✓年360時間

（例外）
法律による上限
(年６か月まで)
✓年720時間

Ｒ６年３月31日まで

Ｒ６年４月１日以降

※ 災害における復旧・復興の事業では、
・複数月平均80時間＊

・月100時間未満＊

とする規定は適用されない 18

限度時間
法定労働時間

限度時間
特別条項

特別条項

＊休日労働を含む

＊休日労働を含む

※大臣告示（限度基準告示）の適用なし上限なし



フローチャート
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3 6協定記載例（様式第９号）
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3 6協定記載例（様式第９号の２）
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3 6協定記載例（様式第９号の３の２）
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3 6協定記載例（様式第９号の３の３）
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３６協定の注意点
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３６協定（一般）の

様式

◆時間外または休日労働をさせる場合は、
事前に３６協定を締結し、所轄労働基準
監督署へ届出する。（届出がないと無効）

◆３６協定の有効期間（１年）切れとなら
ないように、毎年、締結、届出する。

◆労働者の過半数を代表する者（協定当事
者）は、話し合いや多数決などの民主的
な手続きにより選出する。

（※使用者が指名した場合は、無効）

◆３６協定を労働者に周知する。

◆３６協定で定めた上限時間等を超えない
ように管理する。

３６協定（特別条項

あり）の様式



労働基準法第1 3 9条第１項について
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災害時の復旧・復興の事業とは、災害により被害を受けた工作物の復旧及び復興を目的とした発注を

受けた建設の事業のことであり、例えば、以下が該当する。

・公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法の適用を受ける災害復旧事業

・災害協定に基づく災害の復旧の事業

・維持管理契約内で発注者（民間含む）の指示により対応する災害の復旧事業

・複数年にわたって行う復興の事業 など

災害時の復旧・復興の事業とは

様式９号の３の２または９号の３の３による36協定を締結・届出することで、
上記の事業に労働者を就かせた場合には、時間外労働の上限規制のうち、

時間外・休日労働を

・１か月100時間未満とする上限規制
・２～６が月平均で80時間以内とする上限規制 が適用されない。

● 建設業では、労基法第139条第１項に、災害時の復旧及び復興の事業に従事する場合には、時間外労働の

上限規制の例外が設けられている。

※  工事の名称に「復旧工事」「復興工事」と含まれていれば、直ちに本例外規定を適用できるわけではない。

例えば、発災後の復旧・復興工事の計画が全て完了した後に追加で発注された関連工事のような、発災に全く近接しない工事など、

上限規制を超える作業によって早期に完成させることが社会的に要請されていない工事には、本例外規定を適用できない。



労働基準法第1 3 9条第１項について②

【例】９月に災害が発生し、①通常の建設の事業で80時間、
②災害における復旧及び復興の事業で40時間の時間外労働を行った場合

４月
（起算月）

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

40時間 80時間 40時間 40時間 80時間
①80時間

②40時間

通
常
の
工
事
と
災
害
に

お
け
る
復
旧
・
復
興
の

事
業
の
両
方
に
従
事

②の時間は、災害における復旧・復興の事業

⇒１か月に関する上限規制

複数月平均に関する上限規制の双方に含めない。

①の時間は、通常の建設の事業

⇒１か月に関する上限規制

複数月平均に関する上限規制の双方の対象

26

２～６か月平均80時間以内の上限規制の算定期間

９月における１か月に関する上限規制の対象の時間：80時間

４月～９月における複数月平均：

  （40＋80＋40＋40＋80＋80）÷６=60時間

・１か月100時間未満

・複数月平均80時間以内

の上限規制を双方満たす
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月



労働基準法第3 3条第1項について
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● 労基法第33条第１項（災害など臨時の必要がある場合の時間外労働等）と労基法第36条（36協定による

時間外労働等）は、それぞれ独立した労基法第32条（労働時間）及び第35条（休日）の免罰規定であり、

労基法第33条第１項に基づき労働基準監督署長に許可申請等を行った場合は、36協定で定める限度と別

に時間外・休日労働を行わせることが可能となる。

労働基準法第33条第１項

災害その他避けることのできない事由によつて、臨時の必要がある場合においては、使用者は、行政官庁の許可

を受けて、その必要の限度において第32条から前条まで若しくは第40条の労働時間を延長し、又は第35条の休日

に労働させることができる。ただし、事態急迫のために行政官庁の許可を受ける暇がない場合においては、事後に

遅滞なく届け出なければならない。

労働基準法第33条第１項の許可基準の概要

●単なる業務の繁忙その他これに準ずる経営上の必要は認めない。

●地震、津波、風水害、雪害、爆発、火災等の災害への対応（差し迫った恐れがある場合における事前の対

応を含む。）、急病への対応その他の人命又は公益を保護するための必要は認める。 など

※ 除雪作業や、防疫作業を行う場合にも、労基法第33条第１項を適用することができる。



労働基準法第3 3条第１項と第1 3 9条第１項の違いについて

労基法第33条第１項 労基法第139条第１項

対象
災害その他避けることのできない事由
によって、臨時の必要がある場合

災害における復旧及び復興の事業

手続 事前の許可又は事後の届出 36協定を届出

効果
36協定で定める限度と別に
時間外・休日労働を行わせることができる

36協定で定める範囲内で
時間外・休日労働を行わせることができる

上限規制
の取扱い

適用なし

【適用なし】
・単月100時間未満
・複数月平均80時間以内

【適用あり】
・年720時間の上限
・月45時間超は６か月の限度
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労働基準法第3 3条第１項と第1 3 9条第１項の関係図（イメージ図）
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災害復旧事業

労基法第139条第１項の対象

（災害における復旧および復興の事業）

（例）緊急的な機能回復がある程度完了した段階で発注さ
れる被災した施設を原形に復旧する工事 など
※労基法第33条第１項の対象とはならない

災害復旧事業のうち、
労基法第33条第１項の対象

除雪作業
家畜伝染病に
係る防疫措置

など

（例）復興事業段階の工事

 ※労基法第33条第１項の対象とはならない

（例）都道府県等との災害協定・
（例）緊急的な機
能回復のための
災害復旧工事

災害復興事業

● 労基法第139条第１項は災害の復旧・復興に関する工事については事業の段階を問わず適用可能。

● 一方、労基法33条第１項は、災害その他避けることのできない事由によって、臨時の必要があると認め

られる場合に適用できるものであり、災害からの緊急的な機能回復を図るための復旧工事などに限られる。

災害復旧事業

防疫協定や契約等に基づく



１年単位の変形労働時間制の概要

⚫ 特定の季節（夏季・冬季など）、特定の月で業務の繁閑が大きい場合には、１年単位の変形労働時間制を用いることが効果的。

⚫ 繁忙期の所定労働時間を長くする代わりに、閑散期の所定労働時間を短くするといったように、業務の繁閑に応じて、工夫しながら
労働時間の配分を行い、労働時間の短縮を図る。導入に当たっては、就業規則への規定、労使協定の締結（届出）が必要。

⚫ 積雪の度が著しく高い地域では、建設業の屋外作業者向けに、シフト作成のルールに特例（積雪特例）が設けられている。

制度イメージ

対 象 期 間 （ 最 大 ） １ 年 間

４

月
５

月

６

月
７

月

８

月

９

月

1 0
月

1 1
月

1 2

月
１

月

２

月

３

月

繁 忙 期

閑 散 期

所
定
労
働
時
間

通 常 期

多

少

シフト作成のルール

① 労働日数は年間280日まで

② 連続労働日数は原則６日まで

③ （特に繁忙な場合は12日まで）

④ 労働時間は１日10時間、１週52時間まで

⑤ 労働時間が48時間を超える週は連続３回まで

⑥ 対象期間を３か月ごとに区分した各期間で、

労働時間が48時間を超える週は３回まで

⚫ １年間を平均して、１週40時間となる範囲※で、シフト作成のルールに

則って所定労働時間に凹凸をつけることができる。

⚫ １週40時間、１日８時間を超える労働時間を設定した場合には、その設定し

た時間を超えた労働が時間外労働となる。

※年間の所定労働時間を、2,085時間（法定労働時間の総枠）以内で設定することが必要。

※変形労働時間制では、１週、１日の法定労働時間又は所定労働時間を超えた労働や、法定労
働時間の総枠を超えた労働について、割増賃金を支払うことが必要。

概要 ※ 積雪の度が著しく高い地域はこちら

積雪特例でも

同様に適用

積雪特例では

適用されない
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時間外労働などの割増賃金率について
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◆時間外労働（１日８時間超、１週４０時間超）

２５％ （例 時間単価1,400円の場合、１時間あたり1,750円）

◆時間外労働（月６０時間超）

５０％ （例 時間単価1,400円の場合、１時間あたり2,100円）

◆休日労働（週１日（または４週４日））

３５％ （例 時間単価1,400円の場合、１時間あたり1,890円）

◆深夜労働（２２時～５時）

２５％ （例 時間単価1,400円の場合、１時間あたり1,750円）



割増賃金の算定方法について
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◆割増賃金の計算方法

◆割増賃金の算定基礎に含めなくてもよい手当
①家族手当、②通勤手当、③別居手当、④子女教育手当、⑤住宅手当、

⑥臨時に支払われた賃金、⑦１か月を超える期間ごとに支払われる賃金、

以上の７種類のみ。これら以外の手当は必ず算定基礎に含む必要あり。

月給制の場合

月給制の基本給＋諸手当（月給制）

年間平均の１月所定労働時間数
✕ 割増賃金率 ✕ 時間数

日給制の場合

日給制の基本給＋諸手当（日給制）

１日の所定労働時間数
✕ 割増賃金率 ✕ 時間数



R8.10.1～最低賃金について
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◆香川県の最低賃金は令和８年１０月１日から

時間額１，０９２円

になります。

例えば月給１８万円、月平均所定労働時間１
７０時間であった場合・・・

月給制の場合

月給÷月の平均所定労働時間≧１，０９２円 である必要がある。

割増賃金や精皆勤手当、通勤手当及び家族手当等は除く



相談事例①
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Q 36協定の労働者代表を会社が勝手に選んでいま
す問題ありませんか。
A 労働組合がない場合は労働者の過半数代表者を
民主的な手続き（投票等）により選ぶ必要があるの
で、使用者による一方的な指名などは、無効となり
ます。



相談事例②

35

Q 社内の自主的な勉強会は労働時間になりますか。
A 実態として使用者の指揮命令下にあるかにより
ます。「自主的」と銘打っていても、使用者の関与
が強く、出席が事実上強制されている場合は労働時
間に該当します。



相談事例③

36

Q 時間外労働が合計８時間になったら、１日代休
を取るように言われています。残業代は発生しませ
んか。
A 発生します。代休を付与したからといって、既
に行った時間外労働の事実はなくなりませんし、残
業代も当然発生します。



相談事例④
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Q 定年で退職した労働者を引き続き嘱託として雇
用した場合、年次有給休暇はどうなりますか。
A 勤続年数は継続され、対応する年次有給休暇は
付与しなければなりません。



３ 取組事例について

38

３ 取組事例について



他社の取組事例等が紹介されているポータルサイト
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他社の取組事例等が紹介されているポータルサイト
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働き方改革推進支援助成金
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令和８年度「働き方改革推進支援助成金」
業種別課題対応コース（建設業）のご案内

このコースは、生産性を向上させ、労働時間の削減や週休2日制の推進等に向けた環境整備に取
り組む、建設業の中小企業事業主の皆さまを支援します。ぜひご活用ください。

ご利用の流れ

都道府県労働局雇用環境・
均等部（室）に「交付申請
書」を提出
申請期限：令和８年11月30日(月)

交付決定後、提出した計画に
沿って改善事業を実施
事業実施：

令和９年１月31日(日)まで

雇用環境・均等部（室）に支給申請

申請期限：事業実施予定期間が終了した日か

ら起算して30日後の日 または 令和９年２月
５日（金）のいずれか早い日

（注意）本助成金は国の予算額に制約されるため、11月30日以前に、予告なく受付を締め切る場合があります。

課題別にみる助成金の活用事例

生産性の向上を図ることで、働きやすい職場づくりが可能に!!

測量杭打ち機と
重機用センサーユニットを導入

測量作業と重機操作を効率化し、
労働時間を削減したい！

積算業務を効率化し、
労働時間を削減したい！

土木工事積算システムを導入

過去の類似工事との比較が容
易になり、より短時間で適正
な積算値を算出できるように
なった。

測量や杭打ち、重機の操作を
１人で行えるようになり、１
日当たりの作業時間が削減さ
れた。

改善の

結果

助成金

による

取組

企業の

課題

助成内容について詳しくは、裏面をご覧ください。

ご不明な点やご質問がございましたら、企業の所在地を管轄する
働き方改革推進支援センター または都道府県労働局雇用環境・均等部（室）にお尋ねください。
電子申請システムによる申請も可能です。（https://www.jgrants-portal.go.jp/）

電子申請システム「Ｊグランツ」働き方改革推進支援センター 都道府県労働局 (2026.４)申請様式など

成果目標①の上限額

１．労働者災害補償保険の適用を受ける労働基準法第

139条第２項に定める工作物の建設の事業その他これ

に関連する事業として厚生労働省令で定める事業を主

たる事業として営む中小企業事業主であること。

２．年５日の年次有給休暇の取得に向けて、年休管理簿

や就業規則等を整備していること。
など

選択した上記「成果目標」に設定された、右記①から

⑥までの助成上限額に、右記の加算制度における上限

額への加算額を合計した金額

上
限
額

上限額又は対象経費の合計額に補助率３／４(※２)を乗

じた額のいずれか低い金額を助成します。

助
成
額

① 労務管理担当者に対する研修(※１)

② 労働者に対する研修(※１)、周知・啓発

③ 外部専門家によるコンサルティング

④ 就業規則・労使協定等の整備

⑤ 人材確保に向けた取組

⑥ 労務管理用ソフトウェア、労務管理用機器、デジ

タル式運行記録計の導入・更新

⑦ 労働能率の増進に資する設備・機器等の導入・

更新

(※１）研修には、勤務間インターバル制度に関するもの及び業務

研修も含みます。

（※６）常時使用する労働者数が10人以上30人以下の場合は、達成

した成果目標 の助成上限額に、上表の５％及び７％以上の引上げ

について２倍の上限額が加算されます。

また、常時使用する労働者数が10人未満の場合は、上表の５％

及び７％以上の引上げについて2.5倍の上限額が加算されます。

業種別課題対応コース（建設業）の助成内容

対象事業主

① 月60時間を超える36協定の時間外・休日労働

時間数の削減

② 所定外労働時間の削減

③ 年次有給休暇の計画的付与制度の新規導入

④ 時間単位の年次有給休暇制度と、交付要綱で

規定する特別休暇を１つ以上新規導入

⑤ ９時間以上の勤務間インターバルの導入

⑥ ４週における所定休日を１日以上増加

改善事業（助成対象となる取組）

成果目標③、④の上限額：各25万円

成果目標⑤の上限額

事業実施後の設定時間数

月60時間を超え
月80時間以下

月60時間以下

―200万円
月60時間を超え
月80時間以下

事
業
実
施
前
の

設
定
時
間
数 150万円250万円月80時間超

「成果目標」を１つ以上選択の上、その達成を目指して「改善

事業」を実施してください。

成果目標
(※４） 事業実施計画で指定した事業場に導入する勤務間インターバルの

休息時間数のうち、最も短いものを指します。
(※５）勤務間インターバルを適用する労働者の範囲の拡大、勤務間イン

ターバルの時間延長の場合は、上表の1/2が上限額となります。

成果目標⑥の上限額：25～100万円

成果目標「賃金の引上げ」の上限額の加算（※６）

（常時使用する労働者が30人を超える場合）

１企業当たりの上限額（※５）休息時間数(※４)

120万円９時間以上11時間未満

150万円11時間以上

11人～30人７～10人４～６人１～３人引上げ人数

１人当たり２万円
（上限60万円）

20万円12万円６万円
３％以上
引上げ

１人当たり８万円
（上限240万円）

80万円48万円24万円
５％以上
引上げ

１人当たり12万円
（上限360万円）

120万円72万円36万円
７％以上
引上げ

上記「成果目標」の達成状況に応じて、上記「改善事業」の

実施に要した経費の一部を助成します。

助成上限額と助成額

(※２) 常時使用する労働者数が30人以下かつ、「改善事業」の
⑥・⑦を実施する場合で、その所要額が30万円を超える
場合は、補助率４／５。

助成上限額 ​削減した労働者１人あたりの
所定外労働時間数 ​

50万円​5時間以上10時間未満 ​

100万円​10時間以上​

成果目標②の上限額（※３）

(※３）成果目標①及び②は同時に選択できない。

加算額​割増賃金率引上げ加算の成果目標達成に係る要件​

25万円​
月60時間以内の時間外労働に係る所定割増賃金率を５％
以上引き上​げること。​

75万円​

月45時間を超えて月60時間以内の時間外労働時間に係る
所定割増賃​金率を５割以上とし、かつ、交付申請後から
事業実施予定期間の終​期までの期間において、いずれか
１か月における時間外労働の時間​数を、交付申請日の属
する月を基準として、労働者１人あたり10時​間以上削減
すること。​

成果目標「割増賃金率の引上げ」の上限額の加算

加算制度

働き方改革推進支援センター
または都道府県労働局に相談！

申請書
カキカキ…
添付書類も
準備…

都道府県労働局

いざ提出！



公共・民間工事発注者、受注者に対する協力要請

• 建設労働者の長時間労働の改善、賃上げに向けて、適正な工期・請負代金の設定についてより一層の協力を得るため、

厚生労働省労働基準局長と国土交通省不動産・建設経済局長が連名で工事発注者及び受注者に文書による要請を実施。

（令和８年１月29日）
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•  建設業にも令和６年４月から時間外労働の上限規制の適用が開始されたが、労働時間は全産業と比較してなお高い水準。

• 持続可能な建設業の実現と必要な担い手の確保のためには、働き方改革の推進や処遇の改善が必要不可欠。

• 建設業の長時間労働の改善に向けて建設業者による生産性向上などの自助努力とあわせて、

発注者の理解と協力を得ながら適正な工期設定への取組を進めて行くことが不可欠。

•  将来の担い手の確保のためには建設労働者の処遇改善に向けた更なる賃上げの実現のため、

 労務費の適正な確保と受発注者間で価格転嫁を進めて行くことが必要。

概要

※ 公共工事発注者向け。民間工事発注者、受注者にも同様に要請を実施。

• 「工期に関する基準」（令和６年３月27日改定）を踏まえ、受注者からの見積りに基づきながら、

週休２日の確保および時間外労働の上限規制を遵守できる工期を設定すること。

• 工期設定の際は、猛暑日や寒冷・多雪地域における冬季休止期間などの自然的要因における不稼働によって、

特定の期間に作業が集中する可能性があること等へ配慮すること。

• 工事の前工程で工程遅延が発生し、適正な工期を確保できなくなった場合は必要な協議や契約変更を実施すること。

• 「労務費に関する基準」（令和７年12月２日作成・勧告）や入契適正化指針を踏まえ、

市場における労務及び資材等の最新の実勢価格を反映させた予定価格を設定すること。

• 適正な水準の労務費の確保のため、労務費等の内訳が記載された入札金額内訳書の確認の実施や

資材費等の変動があった場合の請負代金の変更に係る契約条項の設定等に対応すること。 等

主な要請事項

※要請書の全文はこちらに掲載しています。

【公共工事発注者に対する要請事項】



働き方改革の実現に向けて、受注者の皆さまも適正な工期設定にご協力ください

⚫建設業では週休２日が十分に確保できていない工事もまだ見

受けられることから、これを改善するための取組が業界全体

で進められていること。

⚫著しく短い工期が設定されると、土日も働かざるをえなくな

り、長時間労働につながってしまうため、工事の発注、受注

に当たっては、働く方の休日数も考慮した工期の設定をお願

いしたいこと。

⚫また、不当に低い金額で契約が締結されると、建設業で働く

方の処遇改善も難しくなることから、工事を発注するときも、

受注するときも、働く方のことも考えて、適切な金額での契

約をお願いしたいこと。

43

労働基準局広報キャラクター
「たしかめたん」

（働き方改革解説動画） 働き方改革解説動画のポイント

適正な工期の設定や見積りにあたり発注者及び受注者（下請

負人を含む）が考慮すべき事項をまとめた「工期に関する基

準」（令和６年３月改定）もご確認ください。

（工期に関する基準）

また、令和７年12月に全面施行された建設業法によって、

• これまで発注者に対してのみ禁止されていた工期ダンピン

グが、新たに受注者にも禁止

• 新たに「労務費に関する基準」が設けられ、これを著しく

下回る契約が禁止

されたことにもご留意ください。

（改正建設業法（第三次担い手三法））

⚫ 建設業の働き方改革の実現のため、厚生労働省では、国土交通省と連携して働き方改革解説動画などを通じて発注者に向け

て適正な工期設定等を呼びかけている。

⚫ 工事の受注者の立場からも、長時間労働や週休２日の確保が難しいような工事を行うことを前提とする、著しく短い工期で

の見積もりや請負契約の締結（工期ダンピング）を行わないようにしてください。



本日の説明内容
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４ 高 年 齢 者 の 労 働 災 害 防 止 の た め の 指 針

（ エ イ ジ フ レ ン ド リ ー 指 針 ）について



高年齢者労働者の労働災害発生状況
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人口の変化や高齢者の健康状態の向上等を背景に雇用者全体に占める60歳以上の高年齢者の割合は増えており、それに伴い、労

働災害による死傷者数に占める60歳以上の割合も増えている。
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データ出所：労働力調査（総務省）（年齢階級，産業別雇用者数）における年齢別雇用者数（役員を含む。）
※平成23年は東日本大震災の影響により被災3県を除く全国の結果となっている。

データ出所：労働者死傷病報告※新型コロナウイルス感染症へのり患によるものを除く
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高年齢者労働者の労働災害発生状況

休業４日以上の死傷災害の度数率（百万労働時間当たりの災害発生数）は、男は55～59歳、女は50～54歳で全年齢平均の度

数率を上回り、加齢に応じ、上昇していく傾向がある。

※度数率＝労働災害による死傷者数/延べ実労働時間数
×1,000,000

データ出所：労働者死傷病報告（令和６年）
※新型コロナウイルス感染症へのり患によるものを除く

労働力調査（年次・2024年・基本集計第Ⅱ-９表（平均週間就業時間））
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法改正

令和７年５月17日に労働安全衛生法及び作業環境測定法が改正され、『高年齢者の労働災害防止の推進』は令和８年４月１日

から施行された。

令和８年２月10日に高年齢者の労働災害防止のための指針（エイジフレンドリー指針）が示された。

(中高年齢者等についての配慮)
第六十二条 
事業者は、中高年齢者その他労働災害の防止上その就業に当たつて特に配慮を必要とする者については、これ

らの者の心身の条件に応じて適正な配置を行なうように努めなければならない。

(高年齢者の労働災害防止のための措置)
第六十二条の二

事業者は、高年齢者の労働災害の防止を図るため、高年齢者の特性に配慮した作業環境の改善、作業の管理
その他の必要な措置を講ずるように努めなければならない。

2 厚生労働大臣は、前項の事業者が講ずべき措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を
公表するものとする。

3 厚生労働大臣は、前項の指針に従い、事業者又はその団体に対し、必要な指導、援助等を行うことができる。

↓ 新たに条文が追加された ↓



加齢に伴う身体・精神の機能の変化

加齢に伴う身体・精神機能の状態については次の特徴があると言われている。

１）生理的機能（特に視力・聴力等の感覚
機能、バランス能力等）は早い時期から
低下が始まる。

２）筋力の低下は身体の下部（脚力）から、 
始まる。

３）中高年期以降は、身体・精神機能の個
人差が拡大する。

生理的機能は、55～59歳の時点で
すでに大幅に減少している。



加齢に伴う身体・精神の機能の変化

加齢に伴う身体・精神機能の状態については次の特徴があると言われている。

１）生理的機能（特に視力・聴力等の感覚
機能、バランス能力等）は早い時期から
低下が始まる。

２）筋力の低下は身体の下部（脚力）から、 
始まる。

３）中高年期以降は、身体・精神機能の個
人差が拡大する。

加齢による身体機能の低下は個人差が
大きい。



エイジフレンドリー指針

事業者は、各事業場における高年齢者の就労状況や業務の内容等の実情に応じて、実現可能な対策に積極的に取り組むことが

必要です。

１ 安全衛生管理体制の確立等

２ 職場環境の改善

（１）安全衛生管理体制の確立等
ア 経営トップによる方針表明及び体制整備 イ 安全衛生委員会等に置ける調査審議等

（２）危険源の特定等リスクアセスメントの実施

（１）身体機能の低下を補う設備・装置の導入（ハード対策）
・共通的な事項 （照明、手すり、滑り止め 等）
・危険を知らせるための視聴覚に関する対応 ・暑熱な環境への対応
・重量物取扱いへの対応 ・介護作業等への対応
・情報機器作業への対応

（２）高年齢者の特性を考慮した作業管理（ソフト対策）
・共通的な事項 （勤務形態、集中力を要する作業時間 等）
・暑熱作業への対応 ・情報機器作業への対応



エイジフレンドリー指針

事業者は、各事業場における高年齢者の就労状況や業務の内容等の実情に応じて、実現可能な対策に積極的に取り組むことが

必要です。

（１）健康状況の把握
（２）体力の状況の把握
（３）健康や体力の状況に関する情報の取扱い

（１）個々の高齢者の健康や体力の状況を踏まえた措置
（２）高年齢者の状況に応じた業務の提供
（３）心身両面にわたる健康保持増進措置

（１）高年齢者に対する教育
（２）管理監督者等に対する教育

３ 高年齢者の健康や体力の状況の把握

４ 高年齢者の健康や体力の状況に応じた対応

５ 安全衛生教育



エイジフレンドリー補助金

・高年齢労働者の労働災害防止のための設備改善等の経費の一部が補助されます。（申請受付期限：令和８
年10月31日）

外部専門家によるリスクアセスメントを行う場合は申請受付期
限が【令和８年８月31日まで】です。（第一段階）
自社でリスクアセスメントを行う場合は、申請書類受付期限が令
和８年10月31日までです。（第二段階）
・リスクアセスメントの結果を踏まえた高年齢労働者の身体機能
の低下を補う設備装置の導入の経費が補助されます。

補助率：1/2 上限額：100万円

※交付決定額が予算に達した場合受付が締め切られるため、お早目に申請ください。※対象は中小企業事業者となります。

・高年齢労働者が安全に働ける
よう身体機能の低下を補う装置
の導入の経費が補助されます。
（スポットクーラー、空調服、保冷
剤を冷やすための冷凍ストッ
カー 等）
補助率：1/2 上限額：100万円

・コラボヘルス等の労働者の健康
保持増進のための取り取組の経
費が補助されます。
（健康教育・研修、システムの導
入、栄養・保健指導）
補助率：3/4 上限額：30万円



ご清聴ありがとうございました。
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労働基準局

広報キャラクター たしかめたん

「働き方改革」は、

「魅力ある職場づくり」の実現による

 生産性向上、人手不足解消のチャンス！

関 係 情 報 は こ ち ら の ウ ェ ブ サ イ ト で 発 信 し て い ま す 。

生 産 性 の 向 上 に 向 け て 、 働 き 方 改 革 推 進 支 援 セ ン タ ー

も 是 非 ご 利 用 く だ さ い ！

（厚生労働省ウェブサイト）（特設サイト「はたらきかたススメ」）

（働き方改革特設サイト）

（建設ポータルサイト）
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